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も
と
も
と
本
学
は
「
教
員
が
教
育
研

究
に
集
中
で
き
る
大
学
」
と
い
う
コ
ン

セ
プ
ト
を
掲
げ
て
お
り
、
大
学
の
業
務

執
行
部
門
で
あ
る
事
務
局
に
基
本
的
な

執
行
権
限
を
委
任
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
教
員
で
組
織
さ
れ
る
さ
ま
ざ
ま
な

委
員
会
が
、
業
務
の
実
質
的
な
決
定
権

を
持
つ
大
学
と
の
違
い
で
し
ょ
う
。

　
そ
の
う
え
で
「
学
生
の
成
長
の
た
め

に
は
、
全
員
の
知
恵
を
集
め
た
ほ
う
が

よ
い
も
の
が
で
き
る
」
と
い
う
考
え
の

も
と
、
教
職
協
働
で
教
育
に
取
り
組
ん

で
い
ま
す
。
例
え
ば
、留
学
先
の
決
定
。

国
際
セ
ン
タ
ー
の
職
員
全
員
が
申
請
書

を
読
み
、
学
業
成
績
と
T
O
E
F
L
®

の
ス
コ
ア
、
志
望
理
由
等
を
確
認
し
な

が
ら
留
学
先
の
候
補
を
選
定
。
教
員
と

委
員
会
を
開
い
て
最
終
決
定
し
ま
す
。

入
試
も
、
総
合
型
選
抜
等
の
面
接
は
教

員
・
職
員
が
ペ
ア
を
組
ん
で
行
い
ま
す
。

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
構
成
や
履
修
体
系
を
考

え
る
際
も
職
員
が
主
要
な
役
割
を
果
た

し
ま
す
。
留
学
先
で
言
え
ば
、
職
員
の

ほ
う
が
過
去
に
派
遣
し
た
学
生
の
デ
ー

タ
、
各
学
生
の
状
況
な
ど
、
総
合
的
な

経
験
値
や
情
報
が
多
い
た
め
、
よ
り
学

生
に
合
っ
た
留
学
先
を
勧
め
ら
れ
ま

す
。
入
試
で
も
、
本
学
で
成
長
で
き
る

学
生
の
タ
イ
プ
は
、
多
く
の
学
生
と
接

し
て
い
る
職
員
が
よ
く
知
っ
て
い
る
。

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
お
い
て
も
、
履
修
し

や
す
い
時
間
割
設
定
や
「
ど
う
い
う
順

序
で
学
ん
だ
ら
成
長
で
き
る
の
か
」は
、

職
員
も
よ
く
わ
か
っ
て
い
る
の
で
す
。

　
こ
う
し
た
協
働
の
風
土
は
2
0
0
4

年
の
開
学
時
か
ら
あ
り
ま
し
た
。「
全

て
英
語
の
少
人
数
授
業
」「
１
年
間
の

留
学
必
須
」
な
ど
、
新
し
い
教
育
に
挑

戦
す
る
た
め
、
教
職
員
も
学
生
も
「
自

分
た
ち
が
大
学
を
創
る
」
と
い
う
気
概

が
あ
り
ま
し
た
。

　
大
学
業
務
に
お
い
て
は
教
員
、
職
員

そ
れ
ぞ
れ
の
領
域
は
あ
り
ま
す
が
、
重

な
る
部
分
も
多
く
あ
り
ま
す
。
う
ま
く

協
働
す
る
に
は
、
ま
ず
お
互
い
に
敬
意

を
払
う
こ
と
に
加
え
て
、「
こ
の
職
員

（
教
員
）
は
、
学
生
の
こ
と
を
よ
く
考

え
て
い
る
」「
こ
の
人
に
任
せ
れ
ば
間

違
い
な
い
」
と
認
め
合
え
る
関
係
を
築

か
な
け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。
そ
れ
に
は

会
議
で
も
、
日
常
の
場
で
も
、
よ
り
よ

い
も
の
を
創
ろ
う
と
い
う
ス
ピ
リ
ッ
ト

を
共
通
言
語
と
し
て
職
員
と
教
員
が
積

極
的
に
協
議
す
る
こ
と
で
す
。

　
開
学
か
ら
18
年
が
経
過
し
た
今
、
新

入
職
員
へ
の
大
学
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
浸

透
が
目
下
の
課
題
で
す
。
職
員
は
基
本

的
に
中
途
採
用
で
、
前
職
も
バ
ッ
ク
グ

ラ
ウ
ン
ド
も
実
に
多
様
。
新
任
研
修
で

説
明
は
し
ま
す
が
、
言
葉
で
伝
え
き
れ

る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ミ
ッ
シ
ョ

ン
を
深
く
理
解
し
て
も
ら
う
機
会
は
、

や
は
り
職
場
で
す
。
本
学
の
学
生
は
ほ

と
ん
ど
が
キ
ャ
ン
パ
ス
内
に
生
活
し
て

い
る
の
で
、
折
に
触
れ
事
務
局
を
訪
れ

ま
す
。
学
生
と
正
面
か
ら
向
き
合
う
こ

と
で
、「
何
が
学
生
の
た
め
に
ベ
ス
ト

か
。
大
学
の
め
ざ
す
教
育
は
何
か
」
を

常
に
考
え
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　
職
員
が
活
躍
で
き
る
環
境
整
備
の
た

め
に
、
独
自
の
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
制

度
を
検
討
中
で
す
。
例
え
ば
「
所
属
は

○
○
課
だ
が
、
国
際
セ
ン
タ
ー
の
業
務

に
関
心
が
あ
る
」
と
い
う
職
員
が
い
れ

ば
、
週
１
日
で
も
国
際
セ
ン
タ
ー
の
業

務
に
就
い
て
も
ら
い
、
海
外
提
携
校
と

の
連
携
の
提
案
ま
で
や
れ
る
よ
う
な
土

台
を
つ
く
り
た
い
。
一
段
高
い
所
か
ら

大
学
の
全
体
像
を
見
ら
れ
る
よ
う
に
な

る
は
ず
で
す
。
こ
の
よ
う
な
弾
力
性
の

あ
る
制
度
を
つ
く
り
、
組
織
全
体
か
ら

湧
き
出
る
力
を
高
め
た
い
考
え
で
す
。
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学生の成長を支え続ける
役割分担と協働の文化

学生数／896人　専任教員数／68人　専任職員数／57人
学部／国際教養
THE世界大学ランキング日本版2022／17位

互
い
に
認
め
合
う

信
頼
関
係
の
構
築
が
鍵

ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
浸
透
は

目
の
前
の
学
生
の
声
か
ら

＊1 文部科学省「スーパーグローバル大学創生支援事業」。同大学は「グローバル化牽引型」に採択された。　＊2 「大学修業評価」と呼ばれる、思考力等を測定するアメリカで開発された標準試験。
＊3 レジデントアシスタント。学生寮や学生宿舎で1年間の寮生活を経験した学生が新入生のサポートや寮の住環境づくりのサポートを行う。

特集  あの大学が元気な理由

大学業務のあらゆる面で教員・職員の垣根なく協働する組織文化を持つ国際教養大学。
同大学の教職協働の土台は何か。自らも教員・職員両方の経験を持つ理事に話を聞く。

国際教養大学
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教育の充実、学生支援をめざす
ことで自ずと増える協働の場

増え続ける教職協働の場

　国際教養大学では、開学時より「教員と職員は大学運営の
両輪」との考えに基づき、運営上の役割を分担。さまざまな共同
作業により意思決定を行ってきた。こうした協働の場は、年数を
重ねるごとに増え続けている【右図】。これには、「何かをよりよく
しよう」「学生の成長のためにもっと情報を集めて判断しよう」と
すれば、そうなるのは必然との考えが根底にあると言う。また、大
学運営には学生の声を重視し、さまざまな取り組みに学生が参
加する機会も少なくない。「教員と職員が互いの得意分野を生
かしつつ、『自分の範囲はここまで』という発想を持たずに提案・
改善を試みる開かれた土壌が本学にはある。学生も大学をよく
しようと行動する。自然に増える教職協働は、正のスパイラルを
生む根源だと思っている」（磯貝常務理事）

注目！
開学時

（2004年）

成長段階
（2005年

 ～2012年）

成熟段階
（2013年

以降）

大学経営会議開催／教育研究会議開催／入試委員
会開催、入試面接、合否判定／図書館運営委員会／
学生生活委員会／ハラスメント防止・対策委員会　等

教員採用、職員採用／留学先開拓交渉／学生の派遣
留学先の決定／受入留学生の選抜／地域貢献委員
会及び実際の交流活動／広報活動、オープンキャンパ
ス開催／施設設備整備計画策定／懲戒委員会　等

カリキュラム改革委員会／オンライン授業整備・推進
／研究紀要編集／認証評価／SGU＊1推進会議／
CLA＋＊2導入と推進、分析／米国大学とのベンチ
マーキング／応用国際教養教育の拡大のための地
域連携先の開拓／RA＊3のトレーニング／困難を抱え
る学生の支援網の整備　等

組織力を高める主な取り組み
▶開学当初より「教員が教育研究に
　集中できる大学」がコンセプト。
　そのため、大学の業務執行部門である
　事務局が基本的な執行権限を持つ

▶教員、職員が互いの領域を
　保ちつつ、学生の成長に向けて
　協働するために、
　相互の信頼関係構築と
　普段からのコミュニケーションを重視　

▶職員の採用は英語力のほか、「学生に寄り添うマインドがあるか」を重視
▶職員の育成はOJTが中心。「失敗してもいいから、その人に任せてみる」という形で
　業務経験を積ませる
▶研修は主に学外の研修を活用。大学が研修を案内するほか、本人が見つけてきた
　研修であっても上長の承認の下、参加が可能

▶事務局連絡会議を週１回実施。各課室長、事務局長、事務局次長、常務理事が出席し、
　現場の意見・課題を共有し、迅速な対応につなげる
▶事務局オフィスに局長、次長のデスクを置くことにより、現場の職員の意見を意思決定者
　に伝えやすい環境を実現。教員も気軽に事務局を訪れ相談する

教職協働を
推進する
土台

職員の
採用・育成の
工夫

意思決定を
迅速にする
環境づくり

組織の枠組み・権限の設定の仕方

理事長・学長のリーダーシップ

個々人の人格・能力

職員が
主たる
領域

教員が
主たる
領域

信頼

認める、認められる

コミュニケーション


